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　あけましておめでとうございます。日本建築学会会員の
皆様にとりまして、2024年が明るく豊かな年になりますよ
う、心よりご祈念申し上げます。
　2023年はCOVID-19の影響も和らぎ、さまざまな社会
活動が再開された一年でした。9月に京都で開催された大
会も4年振りの対面発表主体となり、過去最大の11,000名
を超える方々にご参加いただきました。久々に直接集まり、
対面で意見交換を行う喜びを噛みしめた方々も多かったの
ではないかと思います。
　その一方で、感染症の陰に隠れていたさまざまな現象も
一気に顕在化してきました。折角のお正月ですので、少し
先の未来、2100年の我が国の建築・都市・地域がどのよう
になっているかに想いを馳せてみたいと思います。「自分は
もう生きていないから関係ない」と言わないでくださいね。
これからの若い方々への責任もありますし、貴方が生きてい
る間にはその変化の兆候がもう生じていると思いますので。

量的成長から質的発達へ

　未来に想いを馳せるとき、時折思い出すのは 20年前、
2003年の丹保憲仁氏（元北大学長、土木学会会長）のご講演「国
境のある時代に国境を越えて」です。講演中に氏は今では
おなじみとなった右のような図を示しながら、2100年には
日本の人口が7,000万人まで減少すること、世界の人口は
100億超に達すること、100億の人口がいまの米国や日本
のようなエネルギーや資源を消費する生活を行うには、地
球が4個必要である（無理）ことを説明されました。そのよ
うな状況のなかで、先進国だけが豊かな生活を維持できる
わけがない。それでも、我が国は江戸時代（鎖国時代）に、国
外からの資源や食料を輸入することなく、蝦夷を含め4,000

万人の文化的生活を維持してきた。明治維新以降は移民・
植民（戦争）、戦後は輸出過剰型貿易によって余剰8,000万人
の人口を食わせてきたが、2100年には余剰3,000万人分の

食料とエネルギーを購入するだけの外貨をどう稼ぐかのプ
ランを考えれば良い。現代のテクノロジーを利用すれば、江
戸時代よりはよほど快適な生活ができるだろう、というわ
けです。このプランを実現するために投資すべき先が教育
であることは論を待ちません。また、この際には従来の量
的成長至上主義から質的発展への文明指標転換が必要とな
ります。
　ここでもう一つ思い起こすのは、私自身が30代初めに留
学して働いていた英国コンサルタントの創業者、Ove Arup

のKey Speechと呼ばれる創業の理念です。同スピーチは会
社の目的は規模拡大ではなく質の創造であること、利益は
運営を維持するだけあれば良い、というもので、バブル経
済期の日本の企業から留学した身にとって「会社は大きく
しなくていい」という発想はとても新鮮でした（結果的に同
社は大変大きくなっていますが）。
　このように考えると、これからの日本人は経済規模や経
済利益の拡大を至上命題とするまちづくりからそろそろ脱
却した方が良いのではなかと思われます。昨今のマネーゲー
ムに基づく都市部の大規模開発はどこかで行き詰る気がし
てなりません。関東大震災後の復興計画のように、「品格あ
る帝都づくり」に回帰してはいかがでしょうか。昨今の人
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手不足を含めた建設費やエネルギー価格の高騰は、我々を
身の丈に合った、環境負荷の少ないまちづくりに誘導する
よいモチベーションとなるかもしれません。
　さて現実にかえって、この半年で試みた成果について報
告したいと思います。先述した背景のなか、創設138年目
の本会が今後30年、80年を意識するとき、明治以降や戦
後の行動様式・常識にこだわらない自由な発想で改革を検
討していくことが求められると考えます。

ICTを利用した地域・性別・国籍を超えた
学会サービスの整備

　コロナ後の大きな変化として、オフィスのフリーアドレ
ス化があります。大手ゼネコン5社のうち、既に4社の設
計部がフリーアドレス化されました。もはや設計規準類を
自分の机上に並べておくことはできません。昨年6月に設
置した「デジタル刊行タスクフォース（主査：広田直行副会長・
日大教授）」、その下の「ウエブ閲覧サービスWG（総括幹事：

吉江慶祐・神奈川大教授）」を通じ、紙媒体の売り上げが減る
のではないか、と心配する事務局を説得し、フリーアドレ
ス、テレワークに対応した本会出版物のウエブ閲覧サービ
スを新年度より試行する計画で進めております。併せて「デ
ジタル教材WG（総括幹事：池田靖史理事・東大教授）」で検討
いただいている建築デジタル教材やアーカイブなど、紙媒
体を伴わないデジタルコンテンツのウエブ閲覧サービスを
提供するプラットフォームを整備していきたいと考えてお
ります。

「世界の中の日本建築学会」としての
情報発信

　昨年より日本語のメルマガに加え、英文サイトでのニュー
スレターの配信を開始しました。国際学術論文誌のうち、
JARについてはEIC（編集委員長）の伊藤一秀・九大教授の
ご努力もあり、Scopusへの登録を果たすとともに国際学術
誌の指標となる IF（インパクトファクター）を取得することが
できました。JAABEも IFが向上しており、昨年11月より
事務局をAIJに移し、EICを森傑・北大教授にリードいた
だいております。構造系設計指針においては「規準・論文
グローバルタスクフォース（主査：牧紀男副会長・京大教授）」
の下に「構造規準国際対応WG（総括幹事：岡崎太一郎理事・北

大教授）」を設置し、各種構造設計規準と法的規準類、主要
な海外設計規準との関係性の整理と評価を行い、実務設計
者が使いやすく、海外からも理解しやすいアンブレラ・ガ
イドラインの整備を始めています。「データ公開とV&V 

WG（統括幹事：大崎純・京大教授）」では学術論文誌における

災害調査や地域調査等をはじめとしたデータ論文形式の選
択肢と併せ、学術推進委員会のデータ共有体制の整備を検
討いただいています。

人口減少・防災・環境に配慮した
地域・まちづくりへの貢献 

　地球温暖化の影響はもはや不可逆的なレベルに達しつつ
あり、大地震のみならず台風の大型化による洪水の危険性
のある地域が広がりつつあります。関東大震災100周年の
昨年は「関東大震災100周年タスクフォース（主査：川口健
一副会長・東大教授）」のもとで各種のシンポジウム・研究協
議会を企画いただくとともに100年後を睨んだ提言「日本
の建築・まち・地域の新常識」をご起案いただきました。
今後の人口減少社会を考えたとき、このような複合災害の
たびに大勢の避難民を仮設住宅に移動させ、広範囲のまち
をスクラップ・アンド・ビルドする対応は財政的にもはや
現実的ではなく、環境的にも負荷の大きい手法となります。
災害後も継続使用でき、「逃げないで済むまちづくり」をで
きるところから速やかに推進しなければなりません。その
ためには建築基準法上の最低基準ではなく、より高いグレー
ドの耐震性能、環境性能仕様を規定し、これを標準として
いくことが求められます。特に既存建物の改修も含め、建
物の耐震性能、環境性能のランク付けおよびグレードアッ
プへの指針を示していきたいと思います。
　人口減少はどこかで歯止めをかけなければなりません。若
い方々が安心して子育てができる明るい将来像と環境を提
供することが何より重要です。日本の文化や価値観を共有
できる海外の方々を現代の渡来人として受け入れていくこ
ともどこかで必要となるように思います。日本建築学会が
建築・まちづくりの面からその一翼を担えるよう、皆さん
と共に考えていきたいと思います。今年もどうぞよろしく
お願いします。


